
 

行政診断・コンサルティングのご案内 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経営研究室 

 

人的資源
（ヒト）

物的資源

（モノ）

資金的支援

（カネ）

情 報

時 間

（働き方改革）

経営資源 

 

職員意識、人材育成・能力開発 
人事政策・服務管理 
外部人材・連携 

経営管理 

人事評価制度、給与制度 

機構再編成 
事務事業見直し 
職員数算定 

環境変化に対応するための 
コンサルティング領域例 

公共施設の見直し・再配置 
公共施設モニタリング 
民間委託等の導入 

行政評価 

財政分析 
財政体質管理 
外部資金・活用 

団体が目指す姿・ビジョン 環境変化 



行政診断・コンサルティングのご案内 

一般社団法人日本経営協会について 
地方自治体を取り巻く環境は、多様化・複雑化する行政ニーズ、地方分権の進展、少子高齢化への対応など、大き

く変化しています。これらの変化に対して、地方自治体は事務事業の改善や、行政評価の適用による仕事のレベルア

ップなどによりサービス水準を維持・向上させ対処することが求められています。 

本会は、60年以上にわたって、地方行政、地方自治体の運営効率化を支援して参りました。この長年にわたる行

政診断・コンサルティングの実績を活かしつつ、限りある経営資源を有効活用することを通じて、安心・安全なまち

づくり、持続可能なまちづくり、地域創生といった地方自治体の課題解決をサポートしています。 

 

コンサルティングメニュー例 
 

Ａ ．職員定数 (所要期間：３カ月～) 

＜コンサルティング内容＞ 
・定員管理の見直し ・勤務形態の改善 ・職員のモチベーション改善 ・標準的職員数の分析 

 ・任用管理の改善 

 

Ｂ． 事務事業見直し (所要期間：３カ月～) 

＜コンサルティング内容＞ 
・事務事業の整理・合理化 ・民間委託、モニタリング ・計画策定と進行管理  

・事務事業の効率化、情報化 ・広域処理 ・事務事業評価による検証 

 

C． 機構再編成 (所要期間：３カ月～) 

＜コンサルティング内容＞ 
・組織機構改善 ・意思決定と調整、庁議の見直し ・動態的組織運営 ・管理階層と権限委譲 

・部門運営の見直し、連携強化 

 

診断・コンサルティング業務の進め方 

A．職員定数、B．事務事業見直し、C．機構再編成の基本フロー。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＮＯＭＡ 診断・コンサルティングの特色とメリット 

〔特  色〕１ 客観的な分析に基づく診断・コンサルティング；テーマ内容別に統計手法を活用する等客観的な分析を行

い、改善策を提示します。 

２ 演繹と帰納による分析・改善；目的指向による演繹的分析と三現主義による帰納的分析を行うことによ

り、実現可能性と有効性の高い改善策を提供します。 

３ フォローアップ体制；診断内容に準拠した改善機運の醸成や人材育成のためのフォローをいたします。

（フォロー内容によっては、別途費用が掛かります。） 

〔メリット〕１ 外部の専門家による判断結果が得られるため住民への説明責任を果たせます。 

２ 第三者による判断結果であり実践に移しやすくなります。 

３ 職員が自覚していない点についても問題発見でき解決策が得られます。 
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料金と標準実施期間＜行政診断・コンサルティング A、B、C につき同時に実施するケース＞ 

 

 

 

 

 
＊行政診断以外のコンサルティングにかかる料金につきましては裏面のお問い合わせ先までご連絡ください。 

 

D． 公共施設の見直し・再配置・管理運営の効率化 (所要期間：３カ月～) 
＜コンサルティング内容＞ 
・公共施設の現状把握 ・課題の整理と類似施設の整理・管理基本方針の検討 

・公共施設等総合管理計画に基づく個別計画の作成支援・公共施設等総合管理計画等の見直し支援 

 

 
 

 

E． 行政評価システムの構築・活用 (所要期間：３カ月～) 
＜コンサルティング内容＞ 
・行政評価の現況分析、構築・見直し ・適正評価分析、改善 

・行政評価の活用、改善 

 

F． 職員意識調査(エンゲージメント調査) (所要期間：5カ月～) 

＜コンサルティング内容＞ 
・リーダーシップ分析 ・組織風土分析、改善 ・インセンティブ分析、改善 

 

 
 

G．  民間委託・指定管理者制度 (所要期間：３カ月～) 
＜コンサルティング内容＞ 
・運営、サービスの構造分析、レベル測定 ・サービス評価の実施と改善 ・サービス需要の分析 

・モニタリングの実施 

 

主な行政診断・コンサルティング実績（201５年度以降 地方自治体のみ。） 

岩手中部水道企業団 三春町 五霞町 神栖市 

さいたま市 千代田区 山中湖村 函南町 

彦根市 山口市 光市 篠栗町 

糸田町 みやき町 別府市 糸満市 

倉浜衛生施設組合    

 
このほかにも、次のメニューがあります。詳細は裏面のお問い合わせ先までご連絡ください。 

●組織活性度診断 ●組織融合度診断 ●組織コミュニケーション診断 ●財政分析 ●人事評価制度再構築・浸透支援 

●研修効果測定・研修高度化診断 ●Webによる能力自己診断分析 ●Webによるコミュニケーション力自己診断 

 

Step1

現況把握と
課題整理

Step2

課題整理を踏まえた方向性と
基本方針の検証

Step3

総合管理計画を踏まえた住民
との合意形成

Step4

個別計画の作成支援

Step1

意識調査内容の
決定

Step2

意識調査の実施

Step3

職場活性度等
の測定・分析

Step4

職場の現状分析

仮説検証

Step5

職場の特性と問題点の抽出、
改善課題等の提示

人口１万人までの団体 基本的な所要期間：約４か月～６か月 

人口３万人までの団体 基本的な所要期間：約５か月～６か月 

人口３万人～５万人までの団体 基本的な所要期間：約６か月～７か月 

人口５万人～10 万人までの団体 基本的な所要期間：約６か月～８か月 



 

その他メニュー例） 

●Webによる能力自己診断 … 50の質問に答えることで、保有・発揮する能力を確認できます。 

能力自己診断の主な活用例 
①保有・発揮能力に関する目標水準と自分の結果を比較することで今後の能力向上や行動を考えるための有益な

情報が得られます。 

②研修受講前の自己理解と研修終了後の意識・行動変化を実感できます。 

③オプションにて行う組織全体の診断結果を踏まえれば、組織全体を見回したときの人材マップが描けます。 

また人事基礎データとして使うことによって、組織全般の課題解決や人材育成方針・同計画、研修計画策定の

参考データとすることができます。 

  「ヒューマンスキル」「テクニカルスキル」「コンセプチュアルスキル」の 3つの観点別に 10 のスキルに 

ついて保有・発揮している能力に関する情報を提供します。 

   ヒューマンスキル       ⇒  ●折衝スキル ●説明スキル ●協力スキル ●リーダースキル 

テクニカルスキル       ⇒  ●情報スキル ●業務管理スキル ●キャッチアップスキル 

コンセプチュアルスキル ⇒ ●改革スキル ●企画スキル ●リードアップスキル 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●Webによるコミュニケーション力自己診断 … 45の質問に答えることで、成果を産み出すために必要なコミ

ュニケーション力（9要素）と総合コミュニケーション力を今、どの程度保有し、発揮しているかについて確認

できます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       

 

 

一般社団法人 日本経営協会 経営研究室 
 

〒151-0051 東京都渋谷区千駄ヶ谷５-３１-11  
 

TEL 03-６６３２-７１４２／FAX 03-６６３２-７１５２ E メール center@noma.or.jp 

 

 

お問い合わせ先 

一般社団法人 日本経営協会とは； 

昭和 24年（1949年）に設立された経営およびオフィスマネジメントの新しい価値の創造を推進する公益法人で

す。わが国の経済社会の発展に貢献することを目的として、調査研究、セミナー、通信教育、社・職員研修、展示会

等各種事業を全国規模で行っています。（ＮＯＭＡは本会の略称です。） 
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